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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第50期
第２四半期
累計期間

第51期
第２四半期
累計期間

第50期
第２四半期
会計期間

第51期
第２四半期
会計期間

第50期

会計期間

自　平成21年
　 　4月 1日
至　平成21年
　　 9月30日

自　平成22年
　 　4月 1日
至　平成22年
　　 9月30日

自　平成21年
　 　7月 1日
至　平成21年
　　 9月30日

自　平成22年
　 　7月 1日
至　平成22年
　　 9月30日

自　平成21年
　　　4月1日
至　平成22年
　　 3月31日

売上高 (千円) 1,036,0701,201,039658,611857,9552,430,825

経常利益又は経常損失(△) (千円) △97,837 10,156△13,952 41,879△42,683

四半期純利益又は四半期(当
期)純損失(△)

(千円) △105,215 7,134 △14,858 39,743△48,227

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,252,2201,332,9451,332,945

発行済株式総数 (株) ― ― 15,758,89327,152,58527,152,585

純資産額 (千円) ― ― △168,706 42,063 45,958

総資産額 (千円) ― ― 1,479,0551,697,3091,498,540

１株当たり純資産額 (円) ― ― △10.73 1.55 1.70

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期(当期)純損失金額
(△)

(円) △8.13 0.26 △1.04 1.47 △3.02

潜在株式調整後１株当たり四
半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― △11.4 2.5 3.1

営業活動によるキャッシュ・
フロー

(千円) △45,241△15,821 ― ― △4,720

投資活動によるキャッシュ・
フロー

(千円) 276,140△2,477 ― ― 270,720

財務活動によるキャッシュ・
フロー

(千円) △311,227△28,286 ― ― △335,139

現金及び現金同等物の四半期
末(期末)残高

(千円) ― ― 74,575 39,177 85,763

従業員数 (名) ― ― 76 72 75

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がありませんので記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第50期は

１株当たり四半期(当期)純損失金額を計上しているため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありませ

ん。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 72

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別の名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

インフレーション成形機事業 560,540 80.9

ブロー成形機事業 201,143 220.7

リサイクル装置事業 23,250 △68.7

合            計 784,933 75.6

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別の名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

インフレーション成形機事業 266,313 △12.7 547,140 9.4

ブロー成形機事業 243,119 △7.0 135,091 △52.6

リサイクル装置事業 42,759 △43.6 51,069 15.2

合   計 552,191 △14.0 733,300 △11.6

(注) １　受注実績には、メンテナンス事業の金額は含まれておりません。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別の名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

インフレーション成形機事業 514,970 35.5

ブロー成形機事業 239,258 106.4

リサイクル装置事業 18,450 △77.5

メンテナンス事業 85,276 5.9

合     計 857,955 30.3

　
(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

サーモ㈱ 45,706 6.9 112,715 13.1

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重

要な変更があった事項は以下に記載してあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであり

ます。

　

１ リンドナー社との代理店契約について

平成21年６月５日にリンドナー社の代理店契約が解消されたことを受けて、同社と交渉を続けてお

りましたが、平成22年８月４日、現地を訪問し交渉の結果、代理店契約を再び締結することが決定し仮

契約書を取り交わしました。現在、契約書に記載される各条項について同社と協議中であり、正式契約

書締結は11月以降の予定となっております。

　

２ 継続企業の前提に関する重要な事象等

当社は、当第２四半期累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローのマイナス15,821千円

を計上しております。また、平成21年３月７日に株式会社ジャスダック証券取引所（現、株式会社大阪

証券取引所）から、特設注意市場銘柄に指定されていましたが、平成22年６月22日に大阪証券取引所

より当社の内部管理体制の運用が十分ではないという理由で、当社株式を特設注意市場銘柄の指定か

ら解除しない旨の通告を受けました。

　このような事態は、一部の取引金融機関との契約条項に触れてはおりますが、新規融資や一部滞って

いた手形割引が復活しました。ただし、信用状の発行が停止状態にあることなどから、取引金融機関と

の今後の取引と平成22年11月以降の資金繰りに関して不確実性が残されております。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、先進国の経済回復が遅れ、同時不況の影響と円高の進行

や株安の影響もあり、引続く景気の低迷や雇用環境の悪化、設備投資の減少など全体的に厳しい状況であ

りました。

　当社の関係するプラスチック加工業界及び環境関連においては、一部に新機能、新分野商品の引合いは

あるものの、全体的には景気の低迷、自動車関連設備投資の減少と新興国への工場移転など、厳しい経営

環境にありました。

　このような状況下、営業面では、引続いて新機能、新分野商品及び新規の受注に向けて社内展示会を開催

するなど全社挙げて活動いたしました。また、生産面では、引続きコスト低減と商品適正品質の維持、生産

性の向上に努めました。さらに、外部委託業務の内製化など、固定費についても更に削減を進め実効をあ

げることができました。

　以上の結果、当第２四半期会計期間においては、売上高は一部機械の検収のずれがあったものの、受注増

加により、８億５千７百万円と前年同四半期と比べ１億９千９百万円増（前年同四半期比30.3％増）と

なりました。利益面につきましては、売上高が増加し、コスト削減及び固定費の減少などにより損益分岐

点が改善されたことから、営業利益５千万円（前年同四半期は営業損失６百万円）、経常利益４千１百万

円（前年同四半期は経常損失１千３百万円）、四半期純利益３千９百万円（前年同期は四半期純損失１

千４百万円）となり、前年同四半期期に比べ利益は大幅に改善されました。

EDINET提出書類

株式会社プラコー(E01651)

四半期報告書

 5/28



　事業部門ごとの営業概要は次のとおりであります。

　

[インフレーション成形事業]

インフレーション成形機事業につきましては、多層インフレーション成形機に加え省エネルギー押出

機、高機能・自動化単独機器などが増加したことにより売上高は増加しました。

　この結果、売上高は５億１千４百万円(前年同四半期比35.5％増)となりました。

［ブロー成形機事業］

ブロー成形機事業につきましては、自動車部品用高生産機、日用品成形機、容器成形などが増加したこ

とにより売上高は増加しました。

　この結果、売上高は２億３千９百万円(前年同四半期比106.4％増)となりました。

［リサイクル装置事業］

リサイクル装置事業につきましては、廃プラスチックの取引価格の乱高下と景気後退による生産量の

減少などにより、引続きリサイクル装置に対する設備投資は低調な状況でありました。

　この結果、売上高は１千８百万円(前年同四半期比77.5％減)となりました。

［メンテナンス事業］

メンテナンス事業につきましては、部品等の販売でありますが、補修部品や工事等の受注増加があり、

売上高は増加しました。

この結果、売上高は８千５百万円(前年同四半期比5.9％増)となりました。

　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第１四半期会計期間末に比べて３百

万円増加し、３千９百万円となりました。

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した現金及び現金同等物は３千６百万円となりました。これは主に税引前四半期

純利益４千１百万円の計上や仕入債務１億７千４百万円の増加があったものの、売上債権２億５千９百

万円増加した結果によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は２百万円となりました。これは主に、有形固定資産取得

による支出によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果増加した現金及び現金同等物は４千２百万円となりました。これは長期借入金の借入

による収入が１億８千６百万円ありましたが、短期借入金返済額５千万円及び長期借入金の返済による

支出９千２百万円によるものであります。
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(3)事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、

又は改善するための対応策

当社は、当第２四半期累計期間において営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しております。

これらの状況は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に該当いたします。当

社はこれらの事象または状況を解消すべく以下の通り諸施策を実施いたします。

　
（販売促進施策）

①　太陽光発電フィルム用インフレーション成形機、環境に優しい全電動ブロー成形機、小型自動二輪車

に搭載する４種６層燃料タンク用ブロー成形機など時代を先取りした新技術に係る新商品の開発、改良

と販促

②　社内展示会における新商品紹介

③　業界新聞、雑誌上での新商品紹介

④　商社との連携による新興国市場の再獲得

⑤　部品、メンテナンス工事の受注努力

 

（生産コストダウン施策）

①　設計面からの過剰仕様、過剰品質の回避

②　正確なコスト分析によるリーズナブルな仕入コストの設定

③　海外調達、海外生産の拡充

④　生産システムの見直しと改善による生産コストダウン

 

（固定費削減施策）

①　労務費の削減

②　一般諸経費の見直しと削減

③　月次固定費を限界利益以内に抑えることを目指す

 

(財務強化施策)

①　売上代金回収の徹底

②　適正資金調達のための銀行借入の実行

③　信用状取引の復活

④　手形割引枠の拡大

　

(4)研究開発活動

当第２四半期会計期間における当社の研究開発活動の金額は、１百万円以下の微少な金額であります。

なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,152,58527,152,585
大阪証券取引所
(JASDAQ市場)

単元株式数は、1,000株となっ
ています。

計 27,152,58527,152,585― ―
　

(注)　１.　発行済株式のうち、6,666,000株は現物出資(借入金の株式化 99,990千円）によって発行されたものでありま

す。

 ２.　大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場と

ともに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

― 27,152,585 ― 1,332,945 ― 131,387

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社フクジュコーポ
レーション

東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目38番６号 4,330 15.94

プラコー共栄会 埼玉県さいたま市岩槻区笹久保新田550番地 1,172 4.31

高　瀬　永　臣 東京都東村山市 500 1.84

斎　須　わか子 栃木県宇都宮市 500 1.84

原　田　　　正 東京都葛飾区 400 1.47

秦　　　範　男 埼玉県さいたま市見沼区 368 1.35

太　田　真　美 東京都目黒区 363 1.33

根　本　賢　司 東京都東久留米市 282 1.03

河 野 ア サ 子 東京都立川市 272 1.00

松　島　　　晃 東京都杉並区 264 0.97

計 ― 8,452 31.12

(注)　前事業年度末現在主要株主であった株式会社カナヤマコーポレーションは、当四半期会計期間末日現在では有限

会社フクジュコーポレーションとの株券貸出し取引に関する契約により主要株主ではなくなり、有限会社フク

ジュコーポレーションが新たに主要株主になりました。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 44,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,036,000
27,036 ―

単元未満株式 普通株式 72,585 ― 単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 27,152,585― ―

総株主の議決権 ― 27,036 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２千株(議決権２個)含ま
 れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式118株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社プラコー

埼玉県さいたま市岩槻区
笹久保新田550番地

44,000 ― 44,000 0.1

計 ― 44,000 ― 44,000 0.1

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が１千株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月

　
　５月

　
　６月

　
　７月

　
　８月

　
　９月

最高(円) 29 29 22 21 16 17

最低(円) 17 20 14 12 12 12

  (注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。

なお、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開　　　　

設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタ　　

　　ンダード）に上場となっております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

  退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 萩野谷敏裕 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成　22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人

ブレインワークにより四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 89,177 136,152

受取手形及び売掛金 520,795 400,582

製品 116,744 62,990

仕掛品 98,294 50,340

原材料及び貯蔵品 28,145 28,582

その他 73,911 36,062

貸倒引当金 △4,331 △3,486

流動資産合計 922,737 711,224

固定資産

有形固定資産

土地 508,000 508,000

その他（純額） ※１
 174,040

※１
 185,267

有形固定資産合計 682,040 693,267

無形固定資産 72 72

投資その他の資産

その他 95,634 96,212

貸倒引当金 △12,000 △12,739

投資その他の資産合計 83,634 83,473

固定資産合計 765,747 776,813

繰延資産 8,825 10,502

資産合計 1,697,309 1,498,540

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 560,054 418,756

短期借入金 331,470 426,114

未払法人税等 4,763 8,814

引当金 11,165 9,747

その他 181,366 87,251

流動負債合計 1,088,820 950,683

固定負債

長期借入金 374,805 307,300

退職給付引当金 98,893 100,675

繰延税金負債 88,558 88,558

その他 4,169 5,364

固定負債合計 566,426 501,898

負債合計 1,655,246 1,452,581

EDINET提出書類

株式会社プラコー(E01651)

四半期報告書

14/28



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,332,945 1,332,945

資本剰余金 131,387 131,387

利益剰余金 △1,530,747 △1,537,881

自己株式 △5,158 △5,154

株主資本合計 △71,572 △78,702

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17,009 △5,983

土地再評価差額金 130,645 130,645

評価・換算差額等合計 113,635 124,661

純資産合計 42,063 45,958

負債純資産合計 1,697,309 1,498,540
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,036,070 1,201,039

売上原価 829,667 915,702

売上総利益 206,403 285,336

販売費及び一般管理費 ※
 284,314

※
 259,879

営業利益又は営業損失（△） △77,910 25,457

営業外収益

受取利息 963 1,423

物品売却益 314 1,047

助成金収入 3,362 －

その他 962 2,087

営業外収益合計 5,603 4,558

営業外費用

支払利息 18,585 12,395

手形売却損 － 5,785

その他 6,945 1,677

営業外費用合計 25,531 19,858

経常利益又は経常損失（△） △97,837 10,156

特別利益

投資有価証券売却益 1,091 －

その他 － 102

特別利益合計 1,091 102

特別損失

子会社清算損 4,780 －

その他 305 257

特別損失合計 5,085 257

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △101,832 10,001

法人税、住民税及び事業税 3,383 2,867

法人税等調整額 － －

法人税等合計 3,383 2,867

四半期純利益又は四半期純損失（△） △105,215 7,134
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 658,611 857,955

売上原価 524,619 671,635

売上総利益 133,991 186,319

販売費及び一般管理費 ※
 140,358

※
 136,131

営業利益又は営業損失（△） △6,367 50,188

営業外収益

受取利息 528 688

物品売却益 291 199

助成金収入 3,362 －

その他 29 722

営業外収益合計 4,212 1,609

営業外費用

支払利息 8,524 6,528

手形売却損 － 2,588

その他 3,273 802

営業外費用合計 11,797 9,919

経常利益又は経常損失（△） △13,952 41,879

特別利益

投資有価証券売却益 1,091 －

貸倒引当金戻入額 － △632

特別利益合計 1,091 △632

特別損失

その他 305 70

特別損失合計 305 70

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △13,167 41,176

法人税、住民税及び事業税 1,691 1,433

法人税等調整額 － －

法人税等合計 1,691 1,433

四半期純利益又は四半期純損失（△） △14,858 39,743
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △101,832 10,001

減価償却費 17,372 13,935

子会社清算損益（△は益） 4,780 －

引当金の増減額（△は減少） 1,882 610

受取利息及び受取配当金 △1,421 △1,872

支払利息 18,585 12,395

売上債権の増減額（△は増加） 9,434 △19,630

たな卸資産の増減額（△は増加） 107,253 △101,272

仕入債務の増減額（△は減少） △85,361 117,622

その他 5,656 △27,137

小計 △23,649 4,651

利息及び配当金の受取額 2,343 2,238

利息の支払額 △17,169 △16,095

法人税等の支払額 △6,766 △6,616

営業活動によるキャッシュ・フロー △45,241 △15,821

定期預金の純増減額（△は増加） 193,713 －

有形固定資産の取得による支出 △8,607 △2,329

投資有価証券の売却及び償還による収入 15,965 －

子会社の清算による収入 21,324 －

その他 53,743 △147

投資活動によるキャッシュ・フロー 276,140 △2,477

短期借入金の純増減額（△は減少） △287,401 △73,381

長期借入れによる収入 － 186,245

長期借入金の返済による支出 △113,636 △140,003

自己株式の取得による支出 △74 △4

株式の発行による収入 88,791 －

その他 1,091 △1,143

財務活動によるキャッシュ・フロー △311,227 △28,286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △80,328 △46,585

現金及び現金同等物の期首残高 154,903 85,763

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 74,575

※
 39,177
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【継続企業の前提に関する事項】

当社は、当第２四半期累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローのマイナス15,821千円を

計上しております。また、当社の株式は、大阪証券取引所からは引続き特設注意市場銘柄に指定されてお

ります。このような事態は、一部の取引金融機関との契約条項に触れてはおりますが、新規融資や一部

滞っていた手形割引が復活しました。しかし、輸入取引においてＤＡ決済を行なっておりますが、信用状

の発行が停止状態にあることなどから、取引金融機関との今後の取引と平成22年11月以降の資金繰りに

関して不確実性が残されております。

　これらの状況は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に該当いたします。当

社はこれらの事象または状況を解消すべく以下の通り諸施策を実施いたします。

 

（販売促進施策）

①　太陽光発電フィルム用インフレーション成形機、環境に優しい全電動ブロー成形機、小型自動二輪車

に搭載する４種６層燃料タンク用ブロー成形機など時代を先取りした新技術に係る新商品の開発、改良

と販促

②　社内展示会における新商品紹介

③　業界新聞、雑誌上での新商品紹介

④　商社との連携による新興国市場の再獲得

⑤　部品、メンテナンス工事の受注努力

 

（生産コストダウン施策）

①　設計面からの過剰仕様、過剰品質の回避

②　正確なコスト分析によるリーズナブルな仕入コストの設定

③　海外調達、海外生産の拡充

④　生産システムの見直しと改善による生産コストダウン

 

（固定費削減施策）

①　労務費の削減

②　一般諸経費の見直しと削減

③　月次固定費を限界利益以内に抑えることを目指す

 

 (財務強化施策)

①　売上代金回収の徹底

②　適正資金調達のための銀行借入の実行

③　信用状取引の復活

④　手形割引枠の拡大
　

しかし、これらの対応策を関係者との協議を行いながら進めている途上であるため、現時点では継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を四半期財務諸表に反映していません。
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20

年３月31日)を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える

影響はありません。

 

(2) 原価差異の繰延処理の適用

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異について

は、従来原則的処理を採用しておりましたが、売上原価を四半期会計

期間の売上高へより適切に対応できることから、当第１四半期会計

期間より繰延処理を採用することといたしました。

　なお、当第２四半期累計期間は、変更前の方法によった場合に比べ

て、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益は、それぞれ7,664千

円多く計上されております。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「手形売却損」は、営業外費用総額の

100分の20を超えたため、当第２四半期累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期累計期

間の営業外費用の「その他」に含まれる「手形売却損」は3,756千円であります。

　

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期会計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「手形売却損」は、営業外費用総額の

100分の20を超えたため、当第２四半期会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期会計期

間の営業外費用の「その他」に含まれる「手形売却損」は1,532千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

棚卸資産の評価方法

当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

原価差異の繰延処理

　操業度等の変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期間末までにほぼ解消が見込

まれるため、当該原価差異を流動資産(その他)として繰延べております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　885,353千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　872,121千円

　 ２　偶発債務

　 　受取手形割引額は、279,922千円であります。

　 　裏書手形残高は、25,660千円であります。

　　　当社が納入した機械の性能不良、品質不良に

　　　より、通常予想される金額以上の追加的補償が

　　　生じる可能性があります。

 

　　　リース債務に対する保証

　　　チップ興業㈱　　　44,500千円

 

――

　２　偶発債務

　 　受取手形割引額は、244,014千円であります。

　 　裏書手形残高は、54,498千円であります。

　　　当社が納入した機械の性能不良、品質不良に

　　　より、通常予想される金額以上の追加的補償が

　　　生じる可能性があります。

 

　　　リース債務に対する保証

　　　チップ興業㈱　　　52,353千円

 

     リンドナー社からの契約解除通知

　平成21年６月５日付けで当社がリサイクル機械の代理

店契約を締結しているリンドナー社から、代理店契約第

13条に基づき、契約解除の通知を受けました。契約解除

の事由となっているものは、以下の２点であります。

①当社が製造・販売してるPS-1300とPS-1800は、代理店

契約第11条に違反し、リンドナー社製に類似したリサイ

クル機械を製造・販売し、リンドナー社の利益を阻害し

た。

②リンドナー社製のリサイクル機械の日本での販売実

績が思わしくなく、日本での市場を失った。

　この２点の違反は、重要な契約違反であり、代理店契約

第13条により、即時に契約解除事由に該当すると記載さ

れています。また、①に関連して、リンドナー社が被った

損害を今後計算し、損害賠償の請求の権利を保有する

旨、代理店契約の解除により、リサイクル機械の製造・

営業・販売の即時停止を要求する旨を通知されており

ます。

　なお、この通知を受けてリンドナー社を訪問し、協議の

結果、新たな代理店契約の締結に向けてリンドナー社と

当社で協議を続けることになっております。
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(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費の主たるもの

給与手当　　　 　　　89,601千円

退職給付費用          7,051千円

減価償却費            2,108千円

貸倒引当金繰入額      2,585千円

※ 販売費及び一般管理費の主たるもの

給与手当　　　 　　　71,938千円

退職給付費用          5,360千円

減価償却費            2,673千円

貸倒引当金繰入額   　   825千円

　

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費の主たるもの

給与手当　　　 　　　43,276千円

退職給付費用          3,334千円

減価償却費            1,056千円

貸倒引当金繰入額      　585千円

※ 販売費及び一般管理費の主たるもの

給与手当　　　 　　　35,452千円

退職給付費用 　         213千円

減価償却費            1,690千円

貸倒引当金繰入額　      825千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 124,965千円

　　　計 124,965千円

預入期間が３か月超の定期預金 △50,390千円

現金及び現金同等物 74,575千円

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 89,177千円

　　　計 89,177千円

預入期間が３か月超の定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 39,177千円

 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成22年４月1日　至　平成22

年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 27,152,585

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 44,118

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動は　　　　　　　

　ありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)及び

当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

当社はプラスチック成形機事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動はあ

りません。
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(１株当たり情報)

　

　１.  １株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 1.55円
　

　 　

　 1.70円
　

　

　２.  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月 1日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月 1日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △8.13円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
ー

１株当たり四半期純利益 0.26円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１.　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、前四半期累計期間は１株当たり四半期純損失

であり、潜在株式が存在しないため、また、当第２四半期累計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２.　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月 1日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月 1日
至　平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は純損失
(△)(千円)

△105,215 7,134

普通株式に係る四半期純利益又は純損失(△)(千円) △105,215 7,134

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,975 27,108

　
第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月 1日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月 1日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △1.04円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
ー

１株当たり四半期純利益 1.47円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１.　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、前四半期会計期間は１株当たり四半期純損失

であり、潜在株式が存在しないため、また、当第２四半期会計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２.　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月 1日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月 1日
至　平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は純損失
(△)(千円)

△14,858 39,743

普通株式に係る四半期純利益又は純損失(△)(千円) △14,858 39,743

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,285 27,108
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(重要な後発事象)

当第２四半期会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引残高の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動は

ありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成21年11月16日

株式会社　プラコー

取締役会  御中
　

監査法人ブレインワーク

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    石　井　友　二          印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　林　俊　一　　　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社プラコーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第50期事業年度の第２四半期会計期間（平成

21年7月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラコーの平成21年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績及び第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　
　追記情報

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は、当第２四半期会計期

間において、営業損失6,367千円及び四半期純損失14,858千円を計上することになり、168,706千円の債務超

過となっている。このような事態は、取引金融機関との契約条項に抵触を招き、新規融資、借入金のロール

オーバー、手形の割引、信用状の発行など取引金融機関との今後の取引と平成21年11月以降の資金繰りにお

いて不確実な状況にある。こうした結果、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

おり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び

重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

２．後発事象1に記載されているとおり、平成21年11月2日開催の取締役会において、第三者割当による新

株式発行を行うことを決議している。

３．偶発債務に記載されているとおり、会社は、平成21年6月5日付けで、リサイクル機械の代理店契約を締

結しているリンドナー社から、契約解除の通知を受けている。また、リンドナー社が被った損害を今後計算

し、損害賠償の請求の権利を保有する旨、リサイクル機械の製造・営業・販売の即時停止を要求する旨をリ

ンドナー社から通知されており、現在、リンドナー社と協議を続けている。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成22年11月11日

株式会社　プラコー

取締役会  御中
　

監査法人ブレインワーク

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    石　　井　　友　　二    印

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　林　　俊　　一    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社プラコーの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第51期事業年度の第２四半期会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30

日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プラコーの平成22年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第2四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績及び第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　
　追記情報

１． 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第2四半期累計期間（自 平成22年

４月１日 至 平成22年９月30日）において、営業活動によるキャッシュ・フローが15,821千円のマイナスに

なった。また、大阪証券取引所からは引続き特設注意市場銘柄に指定されている。このような事態は、一部の

取引金融機関との契約条項に触れており、信用状の発行が停止状態にあることなどから、取引金融機関との

今後の取引と平成22年11月以降の資金繰りに関して不確実性が残されている。こうした結果、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記

に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の

影響は四半期財務諸表に反映されていない。

２． 四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更(2)に記載されているとおり、会社は操

業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異については、従来原則的処理を採用していたが、当第１

四半期会計期間より繰延処理を採用している。
　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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